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アジア経済法令ニュース No.22-13 

 添付法令資料 1： 韓国犯罪人引渡法（目次） 

 添付法令資料 2： 中国税関輸出入貨物税減免管理弁法（目次） 

 添付法令資料 3： 税関申告前に輸入される予定の物品の申請書提出及び原産地決定の 

  手続に関する 2022年2月2日付インドネシア共和国財務大臣規則 

  No. 7/PMK.04/2022（目次） 

 添付法令資料 4： 官民パートナーシップ方式に従った投資法の細則を定め、施行を 

  指導するベトナム政府の議定（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2022 年 3 月 25 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 発信者情報開示命令事件手続規則（最高裁判所規則第 11 号） 

22.03.15 公布 

2 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律施行令第二十二条の送付に

要する費用の納付方法を定める省令等を廃止する省令（総務省令第 13 号） 

22.03.15 公布／22.04.01 施行 

3 統計法施行規則の一部を改正する省令（総務省令第 14 号） 

22.03.15 公布／22.04.01 施行 

4 裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律施行規則の一部を改正する省

令（法務省令第 10 号） 

22.03.15 公布／22.04.01 施行 

5 特許法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係省令の整備等に関する省令

（経済産業省令第 14 号） 

22.03.15 公布／22.04.01 施行 

6 種苗法第十八条第一項及び第二十一条の二第三項の規定に基づき品種登録及

び届出に係る事項を公示する件（農林水産省告示第 574 号） 

22.03.15 公布 

7 国際平和のための国際的な努力に我が国として寄与するために講ずる資産凍

結等の措置の対象となるロシア連邦の団体及び個人を指定する件の一部を改

正する件（外務省告示第 114 号） 

22.03.15 公布 

8 種苗法の一部を改正する法律の一部の施行に伴う農林水産省関係省令の整備

等に関する省令（農林水産省令第 15 号） 

22.03.17 公布／22.04.01 施行 

9 種苗法施行規則の一部を改正する省令（農林水産省令第 16 号） 

22.03.17 公布／22.04.01 施行 

10 医療法施行令の一部を改正する政令（政令第 68 号） 

22.03.18 公布／22.04.01 施行 
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11 労働金庫法施行規則の一部を改正する命令（内閣府及び厚生労働省令第 3 号） 

22.03.18 公布／22.04.01 施行 

12 旅券法施行規則の一部を改正する省令（外務省令第 1 号） 

22.03.18 公布／22.04.01 施行 

13 大学院設置基準等の一部を改正する省令（文部科学省令第 6 号） 

22.03.22 公布／同日施行 

14 特定個人情報保護評価指針の一部を改正する件（個人情報保護委員会告示第 3

号） 

22.03.23 公布／22.04.01 施行 

15 電気事業法関係手数料規則の一部を改正する省令（経済産業省令第 18 号） 

22.03.23 公布／22.04.01 施行 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 国务院关于同意在深圳市暂时调整实施有关行政法规规定的批复 

22.02.22 公布 国務院 国函[2022]15 号 

2 国务院关于同意建设赣州、闽西革命老区高质量发展示范区的批复 

22.03.03 公布 国務院 国函[2022]20 号 

3 关于做好台湾居民在服务贸易创新发展试点地区申请设立个体工商户工作的通

知 

22.03.16 公布 国務院台湾事務弁公室等 

4 最高人民法院关于审理行政赔偿案件若干问题的规定 

22.03.20 公布 最高人民法院 法釈[2022]10 号／22.05.01 施行 

5 住房和城乡建设部办公厅关于加强保障性住房质量常见问题防治的通知 

22.02.08 公布 住宅及び都市・農村建設部弁公庁 建弁保[2022]6 号 

6 关于印发《城市绿色货运配送示范工程管理办法》的通知 

22.03.14 公布 交通運送部等 交運発[2022]32 号／同日施行 

7 交通运输部、公安部、应急管理部关于修改《道路运输车辆动态监督管理办法》

的决定 

22.02.14 公布 交通運送部 公安部 応急管理部令 2022 年第 10 号／同日施

行 

8 工业和信息化部办公厅关于印发车联网网络安全和数据安全标准体系建设指南

的通知 

22.02.25 公布 工業及び情報化部弁公庁 工信庁科[2022]5 号 

9 关于修订《电信普遍服务补助资金管理办法》的通知 

22.01.29 公布 財政部 工業及び情報化部 財建[2022]27 号 

10 国家知识产权局关于印发《推动知识产权高质量发展年度工作指引（2022）》的

通知 

22.03.16 公布 国家知的財産権局 国知発運字[2022]15 号 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 关于进一步加大增值税期末留抵退税政策实施力度的公告 

22.03.21 公布 財政部 国家税務総局公告 2022 年第 14 号／22.04.01 施行 
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第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 

1 ロシア連邦租税法典第 1 部第 25.12 条及び第 25.12-1 条並びに第 2部第 288.2

条への変更の導入に関する 2021 年 11 月 19 日付ロシア連邦法律 No.371-FZ 

2022 年 1 月 1 日から施行。ただし、公布の日から 1 か月が経過する前は

施行されない。 

2 犯罪的方法により取得された所得の適法化（ロンダリング）及びテロリズム

に係る資金供与に対する対抗に関するロシア連邦法律第 7 条への変更の導入に

関する 2021 年 11 月 19 日付ロシア連邦法律 No.370-FZ 

公布の日から施行 

3 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 5 韓国 

1 関税法施行規則一部改正令 

22.03.18 公布 企画財政部令第 895 号／同日施行 

2 国際租税調整に関する法律施行規則一部改正令 

22.03.18 公布 企画財政部令第 901 号／同日施行 

3 法人税法施行規則一部改正令 

22.03.18 公布 企画財政部令第 896 号／同日施行 

4 相続税及び贈与税法施行規則一部改正令 

22.03.18 公布 企画財政部令第 899 号／同日施行 

5 証券取引税法施行規則一部改正令 

22.03.18 公布 企画財政部令第 897 号／22.07.01 施行 

6 感染病の予防及び管理に関する法律施行令一部改正令 

22.03.22 公布 大統領令第 32553 号／同日施行 

7 社会サービス支援及び社会サービス院設立・運営に関する法律施行令 

22.03.22 公布 大統領令第 32552 号／22.03.25 施行 

 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 
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第 7 シンガポール 

1 Limited Liability Partnerships Act 2005 - Limited Liability Partnerships 

(Winding Up) (Amendment) Rules 2022 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 18 

Mar 2022 and come into operation on 1 Apr 2022; No.S197/2022 

2 Insolvency, Restructuring and Dissolution Act 2018 - Insolvency, 

Restructuring and Dissolution (Corporate Insolvency and Restructuring) 

(Amendment) Rules 2022 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 18 

Mar 2022 and come into operation on 1 Apr 2022; No.S195/2022 

3 Employment Claims Act 2016 - Employment Claims (Amendment) Rules 

2022 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 18 

Mar 2022 and come into operation on 1 Apr 2022; No.S200/2022 

 

第 8 タイ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 INSURANCE COMMISSION 

  CIRCULAR LETTER NO. 2022-13 

  SUBMISSION OF THE 2021 ANNUAL STATEMENT (AS), AUDITED 

FINANCIAL STATEMENT (AFS) AND ATTACHMENTS  

22.03.11 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

2 SUPREME COURT 

  OCA CIRCULAR NO. 56-2022 

  COURT OPERATIONS FROM MARCH 16, 2022 UNTIL FURTHER 

ORDERS FROM THE COURT  

22.03.16 付 

3 INSURANCE COMMISSION 

  CIRCULAR LETTER NO. 2022-15 

  GUIDELINES ON THE ELECTRONIC SUBMISSION OF THE 2021 

ANNUAL STATEMENT  

22.03.17 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

4 INSURANCE COMMISSION 

  CIRCULAR LETTER NO. 2022-16 

  GUIDELINES ON THE ELECTRONIC SUBMISSION OF THE 2021 



 

 5 

ANNUAL STATEMENT  

22.03.17 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

5 INSURANCE COMMISSION 

  CIRCULAR LETTER NO. 2022-17 

  GUIDELINES ON MATERIALITY THRESHOLD  

22.03.18 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

6 REPUBLIC ACT NO. 11659 

  AN ACT AMENDING COMMONWEALTH ACT NO. 146, OTHERWISE 

KNOWN AS THE PUBLIC SERVICE ACT, AS AMENDED 

22.03.21 付／全国流通新聞において公布された日から 15 日後に施行 

7 OFFICE OF THE PRESIDENT 

  EXECUTIVE ORDER NO. 165, S. 2022 

  PRESCRIBING REGULATIONS ON OUT-OF-HOME ADVERTISING 

SIGNS AND BILLBOARDS 

22.03.21 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

8 OFFICE OF THE PRESIDENT 

  EXECUTIVE ORDER NO. 166, S. 2022 

  ADOPTING THE TEN-POINT POLICY AGENDA TO ACCELERATE 

AND SUSTAIN ECONOMIC RECOVERY FROM THE COVID-19 

PANDEMIC, AND DIRECTING A WHOLE-GOVERNMENT APPROACH 

TO ALIGN ALL ECONOMIC RECOVERY PROGRAMS AND MEASURES 

OF THE NATIONAL GOVERNMENT  

22.03.21 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

9 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASE 

  AMENDED RESOLUTION NO. 164-E 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

22.03.22 付 

10 BANGKO SENTRAL NG PILIPINAS 

  CIRCULAR NO. 1139, S. 2022 

  GUIDELINES FOR REPORTING ISLAMIC BANKING AND FINANCE 

TRANSACTIONS/ARRANGEMENTS 

22.03.23 付／全国流通新聞において公布された日から 15 日後に施行 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 
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第 13 カザフスタン 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 移転価格の設定に際する租税コントロール及び非居住者の租税管理を規律す

るいくつかの法令の承認に関するウズベキスタン共和国内閣決定 

2022 年 3 月 10 日付 No.111／同月 11 日施行 

2 ウズベキスタン共和国の高等教育機関における教育費のために送金される資

金に係る個人所得税の優遇の適用手続に関する規程の承認に関する決定への

変更及び追加の導入に関するウズベキスタン共和国財務省及び租税国家委員

会の決定 

2022 年 3 月 3 日付財務省 No.5 及び同年 2 月 26 日付租税国家委員会

No.2022-06 同年 3 月 17 日法務省登録 No.2107-1／同日施行 

 

第 15 トルコ 

1 出国手数料の金額の改定に関する大統領決定 

2022 年 3 月 17 日付 No.5307 同月 18 日官報 No.31782／同日施行 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 18 添付法令資料 

   1 韓国犯罪人引渡法（目次） 

   2 中国税関輸出入貨物税減免管理弁法（目次） 

   3 税関申告前に輸入される予定の物品の申請書提出及び原産地決定の手続に

関する 2022年 2月 2日付インドネシア共和国財務大臣規則 No. 7/PMK.04/2022

（目次） 

   4 官民パートナーシップ方式に従った投資法の細則を定め、施行を指導するベ

トナム政府の議定（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 
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糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

正木 湧士  弁護士・弁理士：日本法令担当 

萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山本 大介  弁護士：シンガポール法令担当 
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山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法事務弁護士（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法事務弁護士（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


